
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

非適用

無

② 使　用　料 （※税込み）

3,564 円 3,681 円

3,564 円 3,712 円

3,465 円 3,618 円

御坊市下水道事業経営戦略

御坊市

農業集落排水事業

未実施

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

農業用倉庫は、定額制となっていて、現在、2,160円となっています。
学校・幼稚園等は、人数による定額制となっていて、現在、最低金額5,184円で1人あたり129円となっ
ています。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

水道使用量50㎥まで定額、超過分は従量加算となっていて、現在、定額5,184円で、50㎥を超過し1㎥
あたり103円加算としています。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

富安地区、上野・楠井地区、野島地区
　   平成13年供用（供用開始後15年）
加尾地区
   　平成19年供用（供用開始後9年）

4箇所（富安処理場、上野・楠井処理場、野島処理場、加尾処理場）

処 理 区 数 4処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

43人／ha(平成28年４月現在）

条 例 上 の 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度
実 質 的 な 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度

平成26年度 平成26年度

平成25年度 平成25年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

一世帯あたりの人数による人数割り制となっていて、現在、基本料金を2,484円、5人まで１人あたり
540円加算、6人目から１人あたり324円加算としています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

未実施

未実施

 イ　指定管理者制度

各処理場およびポンプ施設の運転・維持管理業務を単年度契約に
おいて民間委託しています。

民 間 活 用 の 状 況

　　　　　　　　　別紙のとおり

職 員 数
１０人
下水道課は、下水道課長以下10名おり、事務職員（企画管理係）4人、技術職員（施設管理係）2人、
（工務係）3人で構成されています。

本市の下水道事業は、農業集落排水事業と公共下水道事業を運営しており、事務職員と技術職員（施
設管理係）は、両事業を兼務しています。

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　　　別紙のとおり

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　使用料収入については、直近の実績等から増加分を予想し算出しています。
　施設機能強化対策事業については、農村漁村地域整備交付金を活用し、残りは企業債の借入により、財源確保する見込みとして
います。

　動力費については、直近の実績から有収水量１㎥あたりの動力費をもとに算出しています。
　維持管理費については、直近の実績から算定し、一定額を見込んでいます。

投資・財政計画（収支計画）

　平成30年度から、施設機能強化対策事業として、供用開始から約20年経過する富安処理場の機能診断調査を行い、その結果をも
とに機能強化工事を行う予定となっています。
　その他の経費については、下水道事業債の元利償還金があります。

　「環境にやさしく安心して暮らせるまち」を基本構想として、適切な維持管理を行ない、農業用水域の水質保全に努め、生活排
水への関心を高め、水洗化の普及促進に努めます。

○適切で計画的な事業執行
　維持管理面において、老朽化して行く施設の長寿命化等を検討・実施して行かなければならない時期であり、更には、高齢化や
人口減少が益々進行することが考えられるため、料金水準等も検討した上で、計画的な経営改善を進めます。
○効率的な事業執行
　業務の効率的な運営により、維持管理費の削減に取り組みます。
○水洗化の促進
　農業用水域の水質保全のため、下水道未接続者の解消に向け、地域との連携により加入促進を行います。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　仕様規定で単年度契約とする民間委託を継続するが、徹底指導により作業の効率
化を図ります。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略については、随時検証し、毎年度進捗管理を行ないます。その後も、財政条件な
ど大幅な変更があった場合については、計画等見直しを行ないます。経営状況を把握し、事
業の効率化、健全化に努めます。

職員給与費に関する事項 　一般会計にあわせ、国に準拠しています。

動力費に関する事項
　流入汚水量や季節による温度変化に合わせた運転時間の調整を図り、また省エネ
器具の導入などにより節減に努めます。

修繕費に関する事項 　日常点検・稼動状況に注視し、故障を事前に把握し修繕費用の節減に努めます。

委託費に関する事項
　日常点検の強化により機器の延命を図り、また民間委託業者の作業効率を高める
ことにより費用の削減に努めます。

その他の取組 　汚泥濃度の監視により、汚泥搬出量を減らし、費用の節減に努めます。

薬品費に関する事項 　放流水の監視に注視し、塩素剤使用の節減に努めます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
　建設改良費については、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な起債の借入な
ど、適切な財源確保を検討します。

　　　―

　施設管理費は、使用料で賄うことが原則となっていますが、至っておらず残りを
一般会計の繰入金で補っています。よって施設維持管理費の抑制に努めつつ、使用
料の見直しについては、実施時期、改定内容を十分検討し、適正化に努めていきま
す。

使用料の見直しに関する事項

　平成30年度より実施する施設機能強化対策事業では、省エネ機器の導入や通信機
器の改善などを行ない、経費の削減に努めます。

　　　―

　　　―

　　　―広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　経営改善について、今後も地元と連携して、なお
一層の接続推進に取り組み、経営の効率性の向上を
目指していく必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　供用開始から１０数年で、老朽化による改修など
は行っていない。今後、老朽化状況を踏まえ、計画
を立てて取り組んでいく必要がある。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　整備は完了している。経営の健全性の指標のう
ち、企業債残高対事業規模比率は、地方債の償還が
進んでいるので改善されている。また、効率性の指
標については、何れも類似団体と比較してほぼ平均
的な値となっている。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 11.07 100.00 3,564 2,712 0.63 4,304.76 【】

560.21 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 24,599 43.91

経営比較分析表
和歌山県　御坊市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00
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0.07

0.08

0.09

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.08 0.06 0.03 0.02 0.01

52.00

53.00
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H23 H24 H25 H26 H27

当該値 58.22 54.59 54.22 54.32 54.20
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①収益的収支比率(％) 
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0.00
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0.50
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H23 H24 H25 H26 H27
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0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1,875.56 1,793.79 1,729.92 1,617.90 426.21

平均値 1,224.75 1,144.05 1,126.77 1,044.80 1,081.80

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 37.87 39.18 37.58 37.48 36.72

平均値 42.13 42.48 50.90 50.82 52.19

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 462.31 459.22 481.52 495.21 501.15

平均値 348.41 343.80 293.27 300.52 296.14

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 43.51 42.18 41.94 42.25 42.96

平均値 46.85 46.06 53.78 53.24 52.31

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 80.80 79.54 80.33 82.54 83.78

平均値 73.78 72.99 84.06 84.07 84.32

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【1,015.77】 

【84.50】 【52.74】 【289.81】 【52.78】 

    【0.03】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



様式第2号（農業集落排水事業）

投資・財政計画
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前年度

区 分
決 算
見 込

1 (A) 86,407 82,465 80,899 79,300 77,667 75,996 74,290 72,549 70,773 68,980 67,194 65,485

（１） (B) 37,197 37,141 37,225 37,309 37,393 37,477 37,561 37,645 37,729 37,813 37,897 37,981

ア 37,057 37,141 37,225 37,309 37,393 37,477 37,561 37,645 37,729 37,813 37,897 37,981

イ (C)

ウ 140

（２） 49,210 45,324 43,674 41,991 40,274 38,519 36,729 34,904 33,044 31,167 29,297 27,504

ア 49,210 45,324 43,674 41,991 40,274 38,519 36,729 34,904 33,044 31,167 29,297 27,504

イ

２ (D) 86,407 82,465 80,899 79,300 77,667 75,996 74,290 72,549 70,773 68,980 67,194 65,485

（１） 61,890 59,448 59,414 59,379 59,344 59,305 59,266 59,227 59,187 59,148 59,100 59,057

ア 14,590 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

イ 47,300 44,448 44,414 44,379 44,344 44,305 44,266 44,227 44,187 44,148 44,100 44,057

（２） 24,517 23,017 21,485 19,921 18,323 16,691 15,024 13,322 11,586 9,832 8,094 6,428

ア 24,517 23,017 21,485 19,921 18,323 16,691 15,024 13,322 11,586 9,832 8,094 6,428

イ

３ (E)

1 (F) 73,006 74,506 76,038 83,602 101,200 284,332 285,998 84,201 85,664 86,091 84,964 78,389

（１） 10,000 100,000 100,000

（２） 73,006 74,506 76,038 78,602 81,200 84,332 85,998 84,201 85,664 86,091 84,964 78,389

（３）

（４）

（５） 5,000 10,000 100,000 100,000

（６）

（７）

２ (G) 73,006 74,506 76,038 83,602 101,200 284,332 285,998 84,201 85,664 86,091 84,964 78,389

（１） 6,000 22,000 203,500 203,500

（２） (H) 73,006 74,506 76,038 77,602 79,200 80,832 82,498 84,201 85,664 86,091 84,964 78,389

（３）

（４）

（５）

３ (I)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

34年度 35年度 36年度 37年度

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（農業集落排水事業）

投資・財政計画
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前年度

区 分
決 算
見 込

38年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 37,197 37,141 37,225 37,309 37,393 37,477 37,561 37,645 37,729 37,813 37,897 37,981

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 1,154,591 1,080,085 1,004,047 926,445 857,245 876,413 893,915 809,714 724,050 637,959 552,995 474,606

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前年度

区 分
決 算
見 込

49,210 45,324 43,674 41,991 40,274 38,519 36,729 34,904 33,044 31,167 29,297 27,504

36,252 35,284 34,804 34,476 34,115 33,624 33,243 32,791 32,191 30,949 28,780 23,566

12,958 10,040 8,870 7,515 6,159 4,895 3,486 2,113 853 218 517 3,938

73,006 74,506 76,038 78,602 81,200 84,332 85,998 84,201 85,664 86,091 84,964 78,389

22,810 23,302 23,748 24,201 24,662 25,134 25,614 26,103 26,578 27,061 27,554 28,056

50,196 51,204 52,290 54,401 56,538 59,198 60,384 58,098 59,086 59,030 57,410 50,333
122,216 119,830 119,712 120,593 121,474 122,851 122,727 119,105 118,708 117,258 114,261 105,893合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

44.2 45.5

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

51.5 50.5 49.5 48.5 47.4 46.3収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 54.2 52.5

赤 字 比 率 （ ×100 ）

45.2 44.5

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


